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  令和７年（ネ）第４４１号 地位確認等請求控訴事件 

  令和８年５月１５日 大阪高等裁判所第１０民事部判決 

 

 

主         文 

   １ 原判決を次のとおり変更する。 

   ２ 本件訴えのうち、本判決確定の日の翌日から毎月１７日限り、控

訴人Ａにつき６万６８５０円、控訴人Ｂにつき３万３４２５円、控

訴人Ｃにつき１３万９２７０円及び控訴人Ｄにつき１６万７１２

５円並びにこれらに対する各支払日の翌日から支払済みまで年３

分の割合による金員の支払を求める部分をいずれも却下する。 

   ３ 控訴人らが、被控訴人に対し、期間の定めのない雇用契約上の権

利を有する地位にあることを確認する。 

   ４(1) 被控訴人は、控訴人Ａに対して、８万２４７２円及び原判決別

紙１の１の各月の「未払賃金」欄記載の金額に対する同月の「支

払日」欄記載の日の翌日から支払済みまで年３分の割合による金

員を支払え。 

(2) 被控訴人は、控訴人Ｂに対して、４万１２３６円及び原判決別

紙１の２の各月の「未払賃金」欄記載の金額に対する同月の「支

払日」欄記載の日の翌日から支払済みまで年３分の割合による金

員を支払え。 

(3) 被控訴人は、控訴人Ｃに対して、１８万５５６２円及び原判決

別紙１の３の各月の「未払賃金」欄記載の金額に対する同月の「支

払日」欄記載の日の翌日から支払済みまで年３分の割合による金

員を支払え。 

(4) 被控訴人は、控訴人Ｄに対して、１９万９８３６円及び原判決
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別紙１の４の各月の「未払額」欄記載の金額に対する同月の「支

払日」欄記載の日の翌日から支払済みまで年３分の割合による金

員を支払え。 

   ５(1) 被控訴人は、控訴人Ａに対し、令和５年５月から本判決確定の

日まで、毎月１７日限り、６万６８５０円及びこれに対する各支

払日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払え。 

(2) 被控訴人は、控訴人Ｂに対し、令和５年５月から本判決確定の

日まで、毎月１７日限り、３万３４２５円及びこれに対する各支

払日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払え。 

(3) 被控訴人は、控訴人Ｃに対し、令和５年５月から本判決確定の

日まで、毎月１７日限り、１３万９２７０円及びこれに対する各

支払日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払え。 

(4) 被控訴人は、控訴人Ｄに対し、令和５年５月から本判決確定の

日まで、毎月１７日限り、１６万７１２５円及びこれに対する各

支払日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払え。 

   ６ 訴訟費用は、第１、２審を通じて、被控訴人の負担とする。 

   ７ この判決の４、５項は、仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 地位確認請求 

 主文３項同旨 

３ 差額賃金請求（令和４年４月分から同年１２月分まで） 

  主文４項(1)ないし(4)同旨 

４ 雇止め後の将来賃金請求（令和５年４月分以降） 

(1) 被控訴人は、控訴人Ａに対し、令和５年５月から毎月１７日限り６万６８
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５０円及びこれに対する各支払日から支払済みまで年３分の割合による金

員を支払え。 

(2) 被控訴人は、控訴人Ｂに対し、令和５年５月から毎月１７日限り３万３４

２５円及びこれに対する各支払日から支払済みまで年３分の割合による金

員を支払え。 

(3) 被控訴人は、控訴人Ｃに対し、令和５年５月から毎月１７日限り１３万９

２７０円及びこれに対する各支払日から支払済みまで年３分の割合による

金員を支払え。 

(4) 被控訴人は、控訴人Ｄに対し、令和５年５月から毎月１７日限り１６万７

１２５円及びこれに対する各支払日から支払済みまで年３分の割合による

金員を支払え。 

第２ 事案の概要等（以下、略称は、本判決で新たに付すもののほかは、原判決の

表記に従う。） 

 １ 事案の概要 

(1) 本件は、Ｊ大学の非常勤講師であった控訴人らが、Ｊ大学を設置・運営す

る被控訴人との間で、国立大学法人Ｊ大学非常勤講師の委嘱等に関する規定

（本件規程）に基づく期間１年以内の委嘱契約（本件各委嘱契約）を５年以

上にわたり締結し、労働契約法（労契法）１８条１項に基づく無期転換の申

込み（本件各申込み）をした旨、あるいは、令和４年４月に令和５年３月３

１日を終期とする有期雇用契約（本件各有期雇用契約）を締結し、これが労

契法１９条２号により更新されている旨を主張して、控訴人らを同日で雇止

め（本件各雇止め）とした被控訴人に対し、以下の請求をする事案である。 

ア 本件各委嘱契約が雇用契約であり、本件各申込みにより、被控訴人との

間で令和４年４月１日（ただし、控訴人Ａについては令和３年４月１日）

を始期とする無期雇用契約が成立したと主張して、期間の定めのない雇用

契約上の権利を有する地位の確認（前記第１の２、地位確認請求） 
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イ 令和４年４月１日以降の本件各有期雇用契約で適用される就業規則（本

件就業規則）に基づく賃金額が、本件規程に基づく賃金額と比較し、労働

条件の不利益変更（労契法９条）に当たり無効である旨主張して、同月分

から同年１２月分までの差額賃金及びこれに対する各支払日の翌日から支

払済みまでの民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払（前記第１

の３、差額賃金請求） 

ウ 令和５年３月３１日をもってされた本件各雇止めが、①上記アの無期雇

用契約の解雇に当たり、同解雇が解雇権の濫用として無効である、②本件

各有期雇用契約につき、その更新を定めた労契法１９条２号に違反して無

効であるなどと主張して、雇用契約に基づき、毎月１７日限り、令和５年

４月分以降の月額賃金及びこれに対する各支払日から支払済みまでの民法

所定の年３分の割合による遅延損害金の支払（前記第１の４、雇止め後の

将来賃金請求） 

  (2) 原審は、控訴人らの前記第１の４（上記(1)ウ）の訴えのうち、本判決確定

の日の翌日から毎月１７日限り、本件各雇止め後の将来賃金及びこれに対す

る遅延損害金の支払を求める部分につき、いずれも、あらかじめその請求を

する必要（民訴法１３５条）がなく、訴えの利益を欠くものとして却下し、

控訴人らのその余の請求につき、本件各委嘱契約が雇用契約に該当せず、か

つ、本件各有期雇用契約につき労契法１９条２号により更新されたものとは

いえない旨判断し、いずれも棄却した。 

控訴人らは、上記原判決を不服として、本件控訴を提起した。 

２ 前提事実、争点及び争点に対する当事者の主張 

これらは、次の３のとおり原判決を補正し、後記４のとおり控訴人らの補充

主張を、後記５のとおり被控訴人の反論を、それぞれ加えるほかは、原判決「事

実及び理由」中第２の２ないし４（原判決３頁５行目冒頭から１９頁８行目末

尾まで）に記載のとおりであるから、これを引用する（ただし、「原告」を「控
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訴人」、「被告」を「被控訴人」、「別紙」を「原判決別紙」と、それぞれ読

み替える。以下同じ。）。 

なお、原判決を引用した争点（原判決「事実及び理由」中第２の３）は、以

下の(1)ないし(5)の５点である。 

(1) 本件訴えのうち、後記(4)、(5)に係る控訴人らの将来の賃金請求のうち、

本判決確定後の賃金請求部分に訴えの利益があるか。（争点(1)） 

  (2) 本件各委嘱契約は有期雇用契約で（控訴人らの労働者性）、本件各申込み

により無期雇用契約に転換したか。（争点(2)） 

  (3) 令和４年４月１日以降の控訴人らの賃金額の変更が労働条件の不利益変更

に当たるか。（争点(3)） 

  (4) 本件各雇止めは、上記(2)の無期雇用契約の解雇に当たり、無効か。（争点

(4)） 

  (5) 本件各雇止めは労契法１９条２号により無効か。（争点(5)） 

３ 原判決の補正 

 (1) 原判決４頁８・９行目「令和３年度（終期令和４年３月３１日）まで」の

次に「（ただし、控訴人Ｂが体調不良のため契約の解除を申し出た令和３年

５月１６日から同年９月３０日までの期間を除く（甲Ｂ１２、乙Ｂ２）。）」

を加える。 

(2) 原判決６頁７行目で引用される原判決５５頁「別紙２」の１５行目末尾の

次で改行した上、次のとおり加える。 

  「６条 契約の中途解約 

(1) 大学及び非常勤講師は、やむを得ない事由がある場合には、契約期

間の途中であっても、それぞれ相手方に対して契約の解除を申し出る

ことができる。 

    (2) （省略）」 

 (3) 原判決９頁１１行目「委嘱契約を更新し、」の次に「令和４年３月３１日
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まで、」を加える。 

 (4) 原判決１０頁１行目「原告Ｂは、平成２０年４月１日から令和４年３月３

１日まで」の次に「（ただし、控訴人Ｂが体調不良のため契約の解除を申し

出た令和３年５月１６日から同年９月３０日までの期間を除く（甲Ｂ１２、

乙Ｂ２）。）」を加える。 

 (5) 原判決１２頁１５行目の末尾の次で改行した上、次のとおり加える。 

  「締日・支払日   毎月末日締め、翌１７日払い（甲全１２）。」 

 (6) 原判決１８頁１６行目「このような事情からすると、」の次に「仮に、前

記争点(2)で主張する無期雇用契約への転換が認められないとしても、」を加

える。 

４ 控訴人らの補充主張 

 (1) 労働者性の判断について 

労働者性は、強行法規である労働法の適用対象を画定するための概念であ

るから、労働者性、すなわち、使用従属性の判断は、契約当事者の主観を排

除し、客観的な就労・労務提供の実態から行われるべきであり、契約上の義

務の内容、あるいは、これらにより想定される業務の性質等を考慮すること

は、客観的な判別が容易ではない事情を考慮することとなり、相当ではない。 

使用従属性の判断基準のうち、指揮監督下の労働であることの判断要素の

１つと解される「業務遂行上の指揮監督の有無」について、大学教員のよう

に高い裁量性を有し、具体的な指揮命令に馴染まない業務については、具体

的な指揮監督を想定することができないというべきであり、不可欠な労働力

として事業組織に組み入れられ、包括的な指示を受けていることをもって、

使用者の一般的な指揮監督下にあるものと認めるのが相当である。 

 (2) 令和４年３月までの非常勤講師の就労実態等について 

  ア 委嘱手続及び契約成立時期 

非常勤講師に対する委嘱契約手続は、毎年１２月頃までに、専任教員や
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事務職員から非常勤講師に対し、メールや口頭で次年度の担当の打診があ

り、非常勤職員が締切日までに内諾すると、「よろしくお願いします」と

の返信があり、シラバスの作成依頼（外国語学部と●●●●センター（●

●●●）の総合日本語（■■■■）クラス）、委嘱手続に必要な書類の提

出、教務オリエンテーションの実施（●●●●）などがされていた。委嘱

契約書がシラバスの提出期限以前に送付されることがあったり、シラバス

訂正が指示されることもあったことからすると、外国語学部や●●●●の

総合日本語（■■■■）クラスにつき、被控訴人がシラバスの内容を確認

した上で授業を委嘱するかどうかを判断したり、あるいは、●●●●のそ

の他のクラスにつき、シラバスの内容について了解を得られた委嘱先と契

約締結をしていたなどとは考えられず、被控訴人は、専任教員や事務職員

から打診があった時点で次年度の委嘱を決定しており、控訴人らが内諾し

た時点で委嘱契約が成立していたものというべきである。 

イ 授業実施の確認 

令和４年３月以前と、令和４年４月以降で、授業実施の確認方法に変化

はない。外国語学部では、授業ごとにカードリーダーの読み込みを行って

授業実施の報告をしていたし、●●●●では、出勤時に出勤簿に押印し、

毎回の授業後に専任教員に学内通信ツールで授業の実施報告を行っていた。

また、コロナ禍におけるオンライン授業の報告についても、実施の都度、

報告書を作成し、これを１か月ごとないし学期末にまとめて提出していた。 

  ウ 授業内容及び実施方法 

   (ｱ) 外国語学部 

     シラバスの作成は、前記アのとおり、契約成立（内諾）後、専任教員、

非常勤講師を問わず、その作成方法が細かく指示され、指定期日までに

作成することが求められていた。また、控訴人Ａに関しては、英語を担

当する非常勤講師として、授業内容について「年間２００ページのリー
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ディングアサインメント、前期（春夏学期）と後期（秋冬学期）の終わ

りにＡ４数枚の英文エッセイのアサインメント」の実施が指示されたり、

教職課程の再認定を受ける次年度の授業につき、シラバスの内容等に関

する指示がされたり、担当授業の単位取得条件に関するＴＯＥＩＣスコ

アを学生に提出するよう指示がされていた。 

   (ｲ) ●●●● 

     契約成立（内諾）後、教務オリエンテーションにおいて、連絡事項が

配布され、授業開始前（シラバス作成、教員間の連絡）、授業開始時（履

修登録、受講者のレベルチェック）、授業期間中（振替授業、休講）、

授業終了後（成績評価、授業アンケート）、講義室や設備・備品の使用

方法等が詳細に指示されている。また、総合日本語（■■■■）クラス

担当の控訴人Ｃには、上記アのとおり、契約締結（内諾）後、シラバス

作成やその訂正が指示されることがあった。日本語集中コース（■■■

■）及び総合日本語（■■■■）クラスでは、学期前後や学期中にミー

ティングが行われ、専任教員から授業の方針等について指示があり、ま

た、学内通信ツールにより、各授業ごとに進行度を報告したり、専任教

員から授業の進め方などの指示を受けることもあり、当初の予定を変更

した内容で授業を実施することもあった。 

  エ 成績評価 

外国語学部では、令和４年３月以前においても、担当した科目の試験問

題作成、採点、成績評価及びこれに対する受講生からの疑義照会の全てを

非常勤講師が自ら行っていた。専任教員との間で、答案やレポートを共有

したことはなく、成績登録終了日から成績発表までの期間も短期間であっ

たことから、専任教員が非常勤講師の授業の成績評価をすることは不可能

である。 

●●●●では、総合日本語（■■■■）クラスの合否判断について、非
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常勤講師の間で疑義や認識の相違があったため、これらにつき、専任教員

による指示がされたことがあった。 

被控訴人は、令和３年後期から、成績管理システムである△△△△にお

ける担当教員設定を変更し、授業担当者名に専任教員の名前を併記する変

更をしているが、上記の△△△△のシステム変更は、令和３年に文部科学

省から非常勤講師を授業担当教員とすることができない旨の指導を受けた

ことによる偽装工作にすぎない。令和３年前期以前に、専任教員による成

績登録が可能であったことはなかった。 

  オ 授業以外の授業時間外の業務 

控訴人らは、学生からの質問対応を実際に実施しており、質問対応を義

務付けられていたというべきである。各種研修への参加についても、強い

参加要請により出席を義務付けられていた。●●●●では、上記ウ(ｲ)のと

おり、専任教員の指示により、オリエンテーション、学期前後や学期中の

各種ミーティング、教員間の連絡や打合せ、学生の修了発表の準備の援助

などが義務付けられていた。これらの業務が義務付けられていたことは、

令和４年４月以降と何ら異なるものではない。 

   カ 以上の令和４年３月までの就労実態は、令和４年４月以降のそれと何ら

異なるものではない。令和４年４月の労働契約締結以降、成績管理手当及

び教育関連手当が支給されるようになり、控訴人Ａ、控訴人Ｂ及び控訴人

Ｃには成績管理手当が、控訴人Ｃ及び控訴人Ｄには教育活動関連手当が、

それぞれ支給されているが、これら手当の対象となる業務は、上記ウない

しオのとおり、令和４年３月以前から控訴人らに義務付けられていた業務

であり、令和４年４月以降の業務内容や就労実態の変化を伴うものではな

い。 

  (3) 雇用契約への変更の経緯について 

文部科学省は、令和３年４月８日付け事務連絡（甲全６）において、直接
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雇用していない個人事業主を活用して授業を実施する場合には、専任教員が

当該授業科目のシラバスの作成に関与する体制になっていることや、専任教

員が当該授業科目の成績評価に関与する体制となっていること等を求めてい

たところ、上記(2)の控訴人らの業務内容や就労実態からすると、少なくとも

控訴人Ａ及び控訴人Ｂは、単独でシラバスの作成や成績評価を行っており、

同人らが被控訴人に雇用されていないとすれば、形式的には上記事務連絡や

学校教育法に反する状況にあったというべきである。 

被控訴人は、文部科学省の調査に対しては、上記事務連絡の要件を充足し

ていると報告しつつ、令和３年後期から、更なる教育の保証等の名目の下、

△△△△等の「授業担当者名」に専任教員の名前を併記するなど、実態を伴

わない形式のみの変更を実施して外形を作出し、上記事務連絡の要件を満た

しているように見せかけるための偽装工作をしたものである。 

被控訴人が、令和４年３月以前は準委任契約の形式であった控訴人ら非常

勤講師の委嘱契約を、令和４年４月以降、雇用契約としたのは、文部科学省

の調査を受け、学校教育法違反の状況を是正するため、形式を実態に合わせ

ざるを得なかったことによるものである。 

 ５ 被控訴人の反論 

  (1) 労働者性の判断について 

通常、委任者が行う程度の指示が直ちに労働契約法上の指揮監督を基礎づ

けるものではないこと、労働契約と委嘱契約には、特定の事務が委託されて

いるのか否かという相違があることなどからすると、当該事務が委嘱契約の

内容にしたがって行われているにすぎないと評価し得るか否かという観点か

ら、労働契約法上の労働者性を評価することは不合理とは言えない。 

広範な裁量が認められる類型の業務についても、上記のとおり、当該委嘱

契約の内容にしたがって行われているにすぎないと評価できるのか、具体的

場面において指揮監督を想定する必要があるのか、すなわち、委嘱契約上予
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定されていない制約を課す場合があるかどうかで判断すべきである。事業組

織への組み入れについては、団体交渉による解決の相当性を考慮した労働組

合法上の労働者性の判断要素であって、労働力の提供を強制される立場にあ

る労働者の保護を規定する労働契約法上の労働者性の判断要素としては、組

織的活用のみならず、請負や委任で当然に予定されている指示（指図）を超

えた広範かつ詳細な命令権限の存在が求められるというべきである。 

  (2) 令和４年３月までの非常勤講師の就労実態等について 

   ア 委嘱手続及び契約成立時期 

被控訴人と非常勤講師との委嘱契約は、全て被控訴人の総長の名におい

て行われるものであり、契約内容（シラバスの内容）を無視し、被控訴人

の窓口職員による打診と控訴人らの応諾の段階で成立するものではないこ

とは明らかである。シラバス確定までの種々の作業は、契約上義務付けら

れたような性質のものとはいえず、契約締結に向けた担当者との準備や協

議の域を超えるものではないというべきである。 

   イ 授業実施の確認 

令和４年３月以前と、令和４年４月以降で、授業実施の確認方法は、明

らかに異なっている。 

外国語学部での令和４年３月までのカードリーダーへの読み込みは、授

業の実施確認のために毎限ごとに求められていたものではなく、講義室の

機材の電源を入れるために毎限ごとの読み込みが必要となっていたにすぎ

ず、令和４年４月以降は、授業の都度、カードの読み込みが必要となって

いる。●●●●における令和４年３月までの出勤簿は、契約が履行された

かどうかを確認するためだけのものであり、出勤時刻や授業時間数は確認

されていないが、令和４年４月以降の出勤簿は、授業時間を細かく記載し、

管理監督者や管理監督補助者の確認を要するものであった。また、学内ツ

ールは、情報共有のためのものであり、授業実施を確認するためのもので
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はない。オンライン授業の報告についても、令和４年３月以前は、出退勤

時刻や授業を実施した時間数の確認はされておらず、令和４年４月以降は、

上記出勤簿及び管理監督者による確認を要する形式となっている。 

   ウ 授業内容及び実施方法 

控訴人らの主張のうち、シラバス作成に関する部分は、シラバス作成前

の契約成立を前提とするもので失当である。なお、委嘱先候補が作成する

シラバスの内容は、コース到達目標やコアカリキュラムに定める全体目標

及び到達目標に沿う必要があり、契約締結に先立ち、その準備行為として、

一定の水準や書式を要求することは不合理ではない。 

控訴人Ａへの指示は、委嘱する授業の性質として一律に実施する必要の

ある項目や水準に関するものや、委嘱に要求される事務手続などであり、

業務の性質上不可欠な指示に止まる。 

●●●●では、チームティーチング方式を採用したことにより、レベル

チェックやクラス間での調整等が必要となるところ、これらのことは、業

務の性質上不可欠なものとして、委嘱前に委嘱契約の内容として具体化さ

れているものであり、各種ミーティングや学内ツールにおける連絡調整は、

その一環にすぎない。 

   エ 成績評価 

令和４年３月以前は、専任教員において、非常勤講師による成績評価を

チェックし、必要に応じて、非常勤講師にも評価根拠を確認し、あるいは、

自ら、非常勤講師の手元にある基礎資料を確認するなどして、成績評価を

修正することがあった。成績登録自体は、１月中旬から可能であり、上記

の専任教員による成績登録修正がその締切日までに不可能とは言えない。 

●●●●の総合日本語（■■■■）クラスは、オムニバス形式の授業（複

数の講師が同じ内容を複数のクラスに教える）であり、学生の不公平を避

けるため、委嘱契約締結前に、採点、評価につき、一定のルールを設定し、
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そのような授業をすることを委嘱内容としたにすぎない。 

△△△△の設定上、非常勤講師とは別に、専任教員も成績登録ができる

旨の設定は、令和３年１０月よりもかなり以前からのものであり、同月頃

に初めて設定された旨の控訴人らの主張は、憶測に基づくものである。 

   オ 授業以外の授業時間外の業務 

委嘱契約当時において、被控訴人が、控訴人らに対し、授業終了後の質

疑応答を命じたことも、報告等を義務付けたこともない。控訴人らが一部

の研修を受講していたことは、非常勤講師に対しても、研修受講の機会を

与えていたというにとどまり、受講を義務付けていたものではなく、被控

訴人の教員に対し、特に改善が必要と思われる場合に、業務命令をもって

研修受講を義務付けていたのとは異なる。 

●●●●の各種ミーティング、教員間の連絡や打合せについては、前記

ウのとおり、チームティーチングの特殊性に由来する委嘱内容の性質上不

可欠な連絡調整の域を超えるものではないし、修了発表の援助についても、

その業務を伴う科目を委嘱したにとどまる。なお、オリエンテーションや

各種ミーティングは、あくまで参加の打診であり、日程の合わない者に参

加を義務付けていない。 

カ 以上のとおり、令和４年４月前後で、勤怠管理の程度、成績管理の業務

や責任（これに伴う成績管理手当、教育関連手当の支給の有無）、研修参

加への義務付けなど、就労実態に有意な差が生じていることは明らかであ

る。 

  (3) 雇用契約への変更の経緯について 

令和４年３月以前においては、非常勤講師のみならず、専任教員も成績登

録が可能であり、控訴人らの主張が、憶測にすぎないことは、前記(2)エのと

おりである。 

第３ 当裁判所の判断 
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 １ 判断の骨子 

 当裁判所は、控訴人らの前記第１の４の訴え（雇止め後の将来賃金請求に係

る訴え）のうち、本判決確定の日の翌日から毎月１７日限り、控訴人らにつき、

雇止め後の将来賃金及びこれに対する遅延損害金の支払を求める部分は不適

法であるからいずれも却下し、その余の請求は、いずれも理由があり、認容す

べきものと判断する。 

その理由は、以下のとおりである。 

２ 認定事実（前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認められる事実） 

  (1) 本件統合に際してＥ大学の非常勤講師に対する説明等 

国立大学法人Ｅ大学（Ｅ大学）は、平成１９年３月１９日頃、非常勤講師

に対し、平成１９年１０月１日に実施される被控訴人との統合（本件統合）

により、授業計画については、同年９月３０日まではＥ大学として、同年１

０月１日からは、被控訴人の一部局として実施することになり、本件統合後

の同日以降に授業を担当する場合には本件規程に基づく契約となることを

周知した。 

また、Ｕ組合は、平成１９年７月１２日に被控訴人と、同年８月１０日に

Ｅ大学とそれぞれ団体交渉をした。その際、被控訴人は、本件統合後、非常

勤講師との間の契約が雇用契約ではなく準委任契約であることを、Ｅ大学

は、非常勤講師とは委託契約になることをそれぞれ説明した。（乙全２０） 

  (2) 令和４年３月までの被控訴人と非常勤講師との間の委嘱契約締結に係る

手続等 

     ア 委嘱に先立つコアカリキュラムの策定等 

 被控訴人では、コアカリキュラム等の授業の実施に関する重要事項は、

多くの場合、教授会の審議を経ることになるところ、カリキュラム構成な

どの具体的な検討作業は、各学部の常勤の教員らを中心とする教授会とは

別の会議体等でされている。 
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外国語学部では、カリキュラム等の策定に関しては、外国語学部の執行

部において原案を作成した上で、執行部から各専攻に諮り、各専攻での修

正意見等を踏まえて、教務委員会（学部の専任教員により構成される）で

の審議を行い、教授会に上程して承認を得るという手続を経ている。また、

●●●●では、カリキュラム等の策定に関しては、日本語教育研究チーム

に所属する教員らにおいて意見交換をして原案を策定し、教務委員会に諮

り、教授会の下部会議体である●●●●（●●●●定例ミーティング）に

報告するという手続を経ている。 

なお、コアカリキュラムの策定に関し、令和４年３月３１日以前には、

非常勤講師が関与する機会はなかった。 

（以上につき、乙全１７、１８、２４、証人Ｍ、控訴人Ａ本人） 

   イ 非常勤講師に対する授業の委嘱手続等 

(ｱ) 外国語学部 

外国語学部では、非常勤講師に対する授業の委嘱に際し、①被控訴人

の教職員ら（委嘱契約による非常勤講師は含まれない。）により、「開

講科目」（どのような科目を何曜日の何限に設けるのかという時間割の

ようなもの）を策定し、当該授業の骨子（「コース到達目標」や「コア

カリキュラムに定める全体目標及び到達目標」等）を策定した後、②「開

講科目」に定める授業のうち、外部（非常勤講師）に委嘱する授業を選

別の上、③委嘱先候補者に打診し、内諾（次年度の委嘱についての了解）

を得られた者に対し、実施する授業の詳細を検討してシラバスを作成す

るよう依頼し、④委嘱先候補者において作成したシラバスの内容が、「コ

ース到達目標」や「コアカリキュラムに定める全体目標及び到達目標」

の内容に沿うものであれば、当該シラバスの内容に基づいた授業を１５

コマ（これを「３０時間」と表示している）にわたり実施するという前

提で、非常勤講師としての委嘱に係る契約書を作成するという手続がさ
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れていた。（甲Ａ３、７ないし１０、甲Ｂ２、乙全１、２４、乙Ａ２、

３、乙Ｂ３、４、証人Ｍ） 

なお、外国語学部では、シラバスの作成について、シラバス作成の手

引き、シラバス作成のためのハンドブック等により、その記載内容、方

法を詳細に定めていたところ（甲全１９、２０）、被控訴人による委嘱

契約締結に先立つシラバスの点検・審査の実態は、上記④の審査が完遂

されず、シラバス登録期限前に非常勤職員に委嘱契約書が送付されてい

る例があったり（甲全３３、４１）、契約締結日以降においても、シラ

バスの点検や不備の補正が指示されていたこと（甲全２０の１・２、甲

全８２、８３）があるなど、相当に形骸化しており、被控訴人によるシ

ラバスの点検・審査は、委嘱契約の前後を通じて行われていた。 

    (ｲ) ●●●● 

●●●●では、非常勤講師に対する授業の委嘱に際し、①被控訴人の

教職員ら（委嘱契約による非常勤講師は含まれない。）が、「開講科目」

（どのような科目を何曜日の何限に設けるのかという時間割のような

もの）を策定し、②「開講科目」に定める授業のうち、外部（非常勤講

師）に委嘱する授業を選別の上、③委嘱先候補者に対し、科目の種類、

時間割、対象となる学生（大学院生、研究生、短期留学生等の区別）、

日本語レベル（初級、中級等の受講学生のレベル）等の概要を伝えて委

嘱を打診し、④内諾が得られた後、●●●●の教員においてシラバスを

作成し（非常勤講師のみで実施する総合日本語（■■■■）クラスにつ

いては委嘱先候補者にシラバスの作成を依頼し）、⑤シラバスの内容に

ついて了解を得られた委嘱先候補者との間で、委嘱に係る契約書を作成

するという手続がされていた。もっとも、委嘱契約の締結に先立って、

シラバスの内容について、委嘱先候補者に意見を求め、場合によっては

加筆修正等を依頼し、委嘱する業務内容を確定した上で同契約を締結す
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ることもあった。 

また、●●●●の科目に関し、科目ごとに、「選択コース開講にあた

って」と題する連絡事項、シラバスの作成、教員間の連絡、講義室の設

備・備品等に関する説明がなされた文書が配布されていた。 

さらに、毎年２月中旬頃には、新学期より授業を担当する非常勤講師

に対し、「教務オリエンテーション」が実施され、その参加が強く推奨

され、学生対応に対する研修、●●●●授業実施の趣旨、レベル分け、

シラバスや成績の登録方法等、教務関係全般に対する情報提供が行われ

た（甲全２５、５３、甲Ｃ４の１３頁）。 

なお、シラバスを委嘱先候補者が作成する総合日本語（■■■■）ク

ラスのシラバスについても、外国語学部同様、その記載内容、方法が詳

細に定められていたが、その点検・審査については、上記外国語学部と

同様、委嘱契約の前後を通じて行われていた（甲Ｃ４の５２頁）。 

（以上につき、上記に掲記したものを含め、甲全２３ないし２６、５３、

甲Ｃ４、６、甲Ｄ４、１２の１・２、乙全１、１８、２４、乙Ｃ２、乙

Ｄ２、証人Ｍ） 

    (ｳ) なお、被控訴人において、シラバスの作成後、シラバスに定めた試験

内容や採点配分等が変更されることはなかった。（弁論の全趣旨） 

  (3) 委嘱契約締結後の控訴人らの授業の実施状況等 

   ア 授業の実施の確認等 

(ｱ) 授業の実施場所及び時間の指定 

授業を実施する講義室の場所や、授業の時間帯については、被控訴人

により指定されていた。（弁論の全趣旨） 

    (ｲ) 外国語学部 

非常勤講師は、令和２年度以前に外国語学部があった旧Ｎキャンパス

では、出講時に出勤簿に押印することが求められていたが、出退勤時刻
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や授業時間の管理はなされていなかった。（甲Ａ１１、甲Ｂ１２） 

令和３年４月以降のＮキャンパスでは、非常勤講師に対して●●カー

ドが貸与されており、同カードをカードリーダーにかざすことにより、

かざした時刻が記録される仕様になっており、令和４年３月以前から、

非常勤講師が同カードを授業実施日ごと（同じ日に複数限授業実施の場

合には、毎限ごと）に、カードリーダーにかざすことにより、授業の実

施が確認されていた（甲全３６、乙Ｂ５の１、控訴人Ａ本人）。 

また、非常勤講師は、令和４年３月以前のＮキャンパスのオンライン

授業では、おおむね１か月ごとにまとめて授業実施を報告していた。（乙

全２４、乙Ａ４の１） 

(ｳ) ●●●● 

●●●●では、令和４年３月以前には、非常勤講師は、出勤簿に押印

して授業実績を報告していたが、出勤日に押印するだけの簡易なもので

あり、出退勤時刻の報告や授業を実施した時間数の確認（担当するクラ

スごとの出欠確認）等はされていなかった（甲全４４の１ないし３、乙

全２４、２６）。 

オンライン授業では、外国語学部同様、おおむね１か月ごとにまとめ

て授業実施を報告していた（甲全４５、甲Ｄ１５の２ないし４、乙全２

４、乙Ｃ３、乙Ｄ４）。 

   イ 授業以外の業務等について 

(ｱ) 控訴人らは、授業時間外に学生から質問を受けたり、学生の課題を援

助することがあり、メール等で対応していた（甲Ａ１６の１ないし５、

甲Ｃ９の１ないし５、甲Ｄ２０の１ないし９）。 

(ｲ)  控訴人らは、令和４年３月以前には、被控訴人から、情報セキュリテ

ィ研修、ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）研修等の受講が義

務付けられておらず、実際に受講もしていなかった。（乙全２４、控訴
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人Ａ本人） 

  他方、●●●●では、教員間で、スキル向上や情報交換のための研修

会、情報交換会が実施され、希望者に参加を呼び掛けていたが、非常勤

講師については、任意参加であった（甲Ｄ２１の１・２）。 

(ｳ) 被控訴人において、非常勤講師による不適切な言動等が判明したとし

ても、懲戒処分等を行うことは予定されていなかった。（乙全２４、証

人Ｍ、証人Ｆ） 

   ウ 授業内容及び実施方法等 

    (ｱ) 控訴人Ａ 

     ａ  専門分野等 

（専門分野等省略）      

ｂ 授業内容等 

控訴人Ａは、被控訴人での授業において、上記の調査研究活動によ

る知見等に基づき、授業内容や使用する教材等を自身が決定していた。

例えば、被控訴人で担当する授業において控訴人Ａが取り上げていた

「□□□□」というテーマは、自身の学会での活動により培われた知

見に基づくものである。 

  また、これとは別に、被控訴人から、控訴人Ａを含む英語を担当す

る非常勤講師に対し、学生らに年間２００頁のリーディングアサイン

メント及び前期と後期の終わりに各４頁の英文エッセイの作成をさせ

るようにとの指示がされていた。 

 （上記ａ、ｂにつき、甲Ａ６、１４の１ないし５、乙Ａ３、控訴人Ａ

本人） 

    (ｲ) 控訴人Ｂ 

     ａ 専門分野等 

       （専門分野等省略） 
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     ｂ 授業内容等 

       控訴人Ｂは、被控訴人で担当する講義において、自らの専門分野の

研究に基づいて授業内容を考え、（授業内容等省略）各種文献を用い

ることや、学生との対話を通じて理解と考察を深めていく形式で授業

を進めることなどを自ら決定していた。 

      （上記ａ、ｂにつき、甲Ｂ１２、乙Ｂ４、控訴人Ｂ本人） 

    (ｳ) 控訴人Ｃ 

     ａ 専門分野等 

（専門分野等省略） 

  ｂ 授業内容等 

●●●●で開講される日本語科目の多くは、専任教員と非常勤講師

で構成されたチームティーチング体制を採用しており、各科目別に設

定された学内通信ツールで日々の連絡、非常勤講師から専任教員への

授業報告や授業の進め方に関する質問、相談がされたり、専任教員か

ら非常勤講師への回答や依頼等がなされたりしていた。また、授業が

開講される前に、授業を担当する専任教員と非常勤講師とで学期前ミ

ーティングを行い、クラスの運営方針等を共有したり、学期中にも、

必要に応じて、同様の趣旨でミーティングが行われていた（甲全４８

の１・２）。学期終了後には「教育の改善のためのリフレクション会

議」としてミーティングを行ったりした。ただし、ミーティングにつ

いては、参加者の都合を確認するなどして日程に配慮していたものの

（甲全５５、５７、６０）、他大学での授業等で都合がつかない場合

には、参加しない非常勤講師もいた。 

日本語集中コース（■■■■）及び総合日本語（■■■■）は、１

つのクラスを１名の専任教員と複数名の非常勤講師で担当した。シラ

バス作成、授業計画（活動、目標、スケジュール）作成などは専任教
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員が行い、使用する教科書は●●●●全体で統一されていた。 

総合日本語（■■■■）は、複数の非常勤講師で担当するオムニバ

ス形式の授業であり、複数の講師が同じ内容を複数のクラスに教える

という態様の授業であった。シラバスは非常勤講師が作成し、授業計

画（活動、目標、スケジュール）は複数の非常勤講師らで話し合って

決定した。 

  控訴人Ｃは、シラバスと授業計画に従って、指定された教科書を使

用して授業を実施した。 

日本語集中コース（■■■■）では、学期末に「修了発表」として

学生一人一人が日本語で発表をすることになっており、控訴人Ｃ及び

控訴人Ｄを含む非常勤講師は、数名の学生を割り当てられ、修了発表

の援助を行っていた。 

（上記ａ、ｂにつき、上記に掲記したものを含め、甲全２５、２８、

２９、４８の１・２、甲全５３、５５、５７、６０、甲Ｃ４、５、８、

９の１ないし５、甲Ｄ５、６の１ないし４、７、８の１・２、甲Ｄ９

ないし１１、乙Ｃ２、控訴人Ｃ本人、控訴人Ｄ本人） 

    (ｴ) 控訴人Ｄ 

ａ 専門分野等 

（専門分野等省略） 

  ｂ 授業内容等 

    控訴人Ｄは、控訴人Ｃと同じく日本語集中コース（■■■■）及び

総合日本語（■■■■）を担当したほか、▲▲▲▲という、被控訴人

に入学予定の韓国人高卒留学生らを対象とした進学準備、予備教育を

担当した。▲▲▲▲は、プログラム全体のコーディネーターである専

任教員がおり、各科目につき異なる非常勤講師が授業を行った。 

控訴人Ｄについても、学内通信ツールを活用した教員間の各種連絡、
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相談等、各種ミーティングの実施、日本語集中コース（■■■■）及

び総合日本語（■■■■）の担当や使用教科書、日本語集中コース（■

■■■）クラスの修了発表への援助等については、控訴人Ｃと同様で

ある。 

（上記ａ、ｂにつき、甲Ｄ１１、１４の１ないし５、甲Ｄ１５の１な

いし４、甲Ｄ１６、甲Ｄ１８の１ないし４、甲Ｄ１９の１ないし４、

甲２０の１ないし９、甲２１の１・２、乙Ｄ２、控訴人Ｄ本人） 

   エ 成績の入力等 

    (ｱ) 被控訴人は、成績管理システムである△△△△（乙全７ないし１０の

各１）を利用して成績管理等を行っており、非常勤講師である控訴人ら

に対し、学期末が近づいた時期に成績評価の報告を行うよう依頼してい

た。 

成績は、試験やレポートなどについて１００点満点で評価し、９０点

以上をＳ、８０点以上９０点未満をＡ、７０点以上８０点未満をＢ、６

０点以上７０点未満をＣ、６０点未満をＦ（不合格）とすることとされ

ていた。 

控訴人らは、担当した科目につき、上記の基準で成績を評価し、△△

△△を利用して成績登録をし、「確定」をクリックして成績登録を確定

させていた。 

（以上につき、甲全９の１、甲Ａ１１、甲Ｂ１２、控訴人Ａ本人） 

    (ｲ) 令和４年３月以前において、非常勤講師とは別に、被控訴人の教員も

△△△△で成績登録を行うことができる（すなわち、非常勤講師が採点

の結果を入力したデータにつき、被控訴人の教員において変更修正がで

きる）状態になっており、専任教員の指示に基づいて、教務の事務担当

者が成績登録を修正することもあった。（乙全７の１、９の１、１０の

１、２４、証人Ｍ） 
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      なお、●●●●の科目の採点・成績評価は、試験問題の作成、採点、

採点結果の△△△△への入力まで非常勤講師に委ねるもの（総合日本語

（■■■■）、▲▲▲▲）と、筆記試験の問題作成、口頭試験の課題と

評価項目の作成等は専任教員が行い、一部の試験の実施、採点、採点結

果の報告までを非常勤講師が行い、専任教員がこれらを集約して最終評

価を決定するもの（総合日本語（■■■■）、日本語集中コース（■■

■■））があった。（甲全２９、甲Ｃ５、甲Ｄ１１、乙全２４） 

   オ 他の業務の指示の有無等 

 被控訴人において、控訴人らに対し、シラバスに記載した内容の授業の

実施や、委嘱契約の締結に先立って提示している授業の水準や基準等の履

行を求めることを超えて、シラバスに記載されていない業務の依頼や指示

がなされることはなかった。（弁論の全趣旨） 

   カ 社会保険等 

     非常勤講師である控訴人らは、社会保険（健康保険、厚生年金保険、介

護保険）や雇用保険の適用対象とされていなかったが、報酬について給与

所得として源泉徴収がされていた。（甲全１、乙Ａ１、乙Ｂ１、乙Ｃ１、

乙Ｄ１、弁論の全趣旨）  

     また、控訴人らは、被控訴人から、年次有給休暇に相当する休暇を付与

されていたが、これを取得してもシラバスで定められた回数の授業を実施

する必要があった。（弁論の全趣旨）  

  (4) 被控訴人の労働者である非常勤教職員の労働条件や業務内容等 

   ア 採用手続 

被控訴人では、労働者である任期がない教員や職員の採用は、全て公募

とされている。教員については、応募者につき、教授会の決定に基づいて

組織される選考委員会での業績審査や選考を経て、教授会の決議を受け、

学長の決裁を得ることが必要である。（証人Ｆ） 
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    イ 業務内容 

被控訴人と有期雇用契約を締結している外国語学部の特任講師は、授

業の実施以外にも、研究科に所属する学生への研究指導、外国籍の教員の

サポート、他大学（海外の大学）との共同研究プロジェクトの運営補助等

の業務に従事していた。（乙全２２ないし２４） 

    ウ 労働条件等 

特任講師の時間給単価の上限は、平成３１年４月以降、３６２４円であ

った。（乙全２） 

また、語学の授業を担当する特任講師の所定労働日と所定労働時間は、

以下のとおりである。（乙全２２、弁論の全趣旨） 

  月曜日：始業時刻 ９時４５分 終業時刻 １８時３０分 

      休憩時間 １２時１５分から１３時まで 

  水曜日：始業時刻 ９時３０分 終業時刻 １８時１５分 

      休憩時間 １２時１５分から１３時まで 

  木曜日：始業時刻 ８時４５分 終業時刻 １６時３０分 

      休憩時間 １２時１５分から１３時まで 

 当該特任講師は、論文作成等を行っているほか、学生の研究指導、海外

の大学との共同研究プロジェクト等に従事し、所定労働日以外の曜日にお

ける就労や所定時間外労働が命じられる場合もある。この所定時間外労働

時間については、国立大学法人Ｊ大学非常勤職員（短時間教育研究等職員）

給与規程に基づき、割増賃金が支払われている。（乙全２３、証人Ｍ） 

エ 特任講師を含む教員の労働時間管理について 

特任講師を含む被控訴人の教員については、パソコンの勤怠管理システ

ムを使用して労働時間管理が行われており、始業時刻や終業時刻が定まっ

ている特任講師等については、出勤時・退勤時に、システム上の出勤・退

勤の打刻をすることになっている。また、裁量労働制が採用されている教
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授や准教授は、同じ勤怠管理のシステム上に出勤した日の労働時間数を入

力することになっている。（証人Ｍ） 

   オ 就業規則に基づく注意指導処分等 

被控訴人においては、教員に対し、授業の実施や上記の各業務において

不適切な言動等があった場合、就業規則に基づき、懲戒処分等を行うこと

が可能であった上、このような言動を予防する観点から、各種研修の受講

を業務命令として命じることができた。（乙全２４、証人Ｍ、証人Ｆ） 

  (5) 本件各有期雇用契約が締結された経緯等 

   ア 文部科学省高等教育局大学振興課は、各国公私立大学担当部局宛に、令

和３年４月８日付け事務連絡を発出し、一部の大学において、大学が直接

雇用していない者に実質的に授業を担当させるという不適切と思われる

事案があったとして、大学が直接雇用した教員ではなく請負契約や準委

任契約等を締結した者を活用して授業を実施する場合の留意点を周知し

た。（甲全６） 

     上記留意点の全体的な考え方の１つとして、大学設置基準１９条１項

に照らし、大学は、自ら必要な教員組織並びに施設及び設備を備え、当該

大学の指導計画の下で開設することが原則であるものの、教育内容の豊

富化等の観点から、大学が直接雇用していない当該大学以外の教育施設

等の被雇用者を活用して授業を実施することも認められるとしつつ、こ

のような授業を行う場合には、例えば、 

①授業の内容、方法、実施計画、成績評価基準及び当該教育施設等との 

役割分担等の必要な事項を協定書に定めている 

②大学の授業担当教員の各授業時間の指導計画の下に実施されている 

③大学の授業担当教員が当該授業の実施状況を十分把握している 

④大学の授業担当教員による成績評価が行われる 

など、当該大学が主体性と責任を持って、当該大学の授業として適切に位
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置付けて行われることに留意すること、などが指摘された。（甲全６） 

イ 令和３年６月頃、衆議院厚生労働委員会において、国会議員から、準委

任契約である被控訴人における非常勤講師の契約形態について、適切な

契約変更を行うよう指導すべきではないかとの質問があり、文部科学省

から、不適切な事案が判明した場合は必要な指導・助言をする旨の答弁が

された。 

これを契機として、被控訴人において、非常勤講師が担当する授業を含

めた各授業科目について、主体性と責任を持って、大学の授業として適切

に位置付けて教育の質保証に努める必要があると考え、部局等が非常勤

講師の授業実施に関し、適切に関与する必要があるとして、非常勤講師が

担当する授業実施の現状を把握するために、アンケートを実施した。被控

訴人は、その結果を踏まえて、文部科学省に対し、被控訴人において、適

切な形で主体性と責任を持って、大学の授業として適切に実施していた

旨を報告した。 

（以上につき、甲全４０、証人Ｆ） 

ウ 被控訴人は、令和３年９月以降、更なる教育の質保証等の観点から、①

非常勤講師が実施する授業について、被控訴人が主体性と責任を持って実

施する体制を整備する、②実態把握を行いつつ、準委任契約を締結した者

を個別の実態に応じて労働契約に切り替えることを視野に入れた制度設計

に早急に取り組むこととし、△△△△等の「授業担当者名」に専任教員名

を併記するなど、専任教員が非常勤講師の担当する授業に関与する方針を

示した。（甲全３７） 

 エ 被控訴人は、令和４年４月、控訴人らとの間で、本件各有期雇用契約を

締結した。 

(6) 本件各有期雇用契約の締結後の控訴人らの就労状況等 

   ア 本件就業規則の適用 
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非常勤講師である控訴人らには、令和４年４月以降、本件就業規則が適

用されることになった。 

イ 勤怠管理等 

    (ｱ) 控訴人Ａ及び控訴人Ｂは、被控訴人のＮキャンパス（外国語学部）に

おいて、令和４年４月以降、授業の都度（例えば、金曜日の５コマと６

コマを連続して担当する場合には、各コマの授業の都度）、カードリー

ダーへの読み込みを義務付けられた。（乙全１３、２４、証人Ｍ） 

(ｲ) 控訴人Ｃ及び控訴人Ｄは、被控訴人のＫキャンパス（●●●●）にお

いて、令和４年４月以降出勤簿（令和４年３月以前のものとは異なり、

担当するクラスごとの出欠確認を要するものとなっている（乙全２６、

乙Ｃ６、乙Ｄ７）。）を提出し、被控訴人の専任教員において、当初の

予定のみならず、予定を変更して行った授業の実績を確認する方法で

労働時間管理が行われていた。 

また、Ｋキャンパス（●●●●）においては、シラバスとは異なる授

業開始時刻と授業終了時刻を指定して、控訴人Ｃ及び控訴人Ｄに授業を

担当させることもあった。 

(ｳ) なお、オンライン授業の確認については、令和４年３月以前と同様、

概ね１か月ごとにまとめて授業実施の報告がされていた（甲全４６、甲

Ｄ１７）。 

（上記イにつき、甲全４６、乙全１３、２４、２６、乙Ｃ４ないしＣ６、

乙Ｄ５ないしＤ７、１７、証人Ｍ） 

   ウ 控訴人らに対する成績管理手当及び教育関連手当の支給等 

    (ｱ) 成績管理手当の支給等 

  成績管理責任者は、成績管理の責任を担い、「ⅰ．当該科目の成績評

価の手法（方法）及び配点基準の設定」、「ⅱ．ⅰに基づく測定（採点）」、

「ⅲ．ⅱの測定結果に基づく成績評価」の全てを担当する者であるとこ
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ろ、従前は、前記(3)エのとおり、非常勤講師が△△△△への入力等、

一次的な成績評価業務ないしは採点業務までを行い、最終決定権は、非

常勤講師の判断を専任教員が訂正、変更できるという形で、専任教員が

有していたものであったが、令和４年４月以降、被控訴人では各学部学

科の判断で非常勤講師を成績管理責任者に任命できるようになり、非常

勤講師に上記業務を行わせることができるものとし、上記業務の対価と

して成績管理手当が支給されることとされた。（甲全１１、乙全７ない

し９の各１、乙全２４、証人Ｍ） 

控訴人Ａ、控訴人Ｂ及び控訴人Ｃは、同月以降、成績管理責任者とな

り、非常勤講師成績管理手当の支給を受けた。（乙全７ないし９の各２、

乙Ａ５、乙Ｂ６、乙Ｃ７） 

    (ｲ) 非常勤講師教育活動関連手当の支給等 

      令和４年４月以降、被控訴人では、非常勤講師らに対し、「授業計画

に関する打合せ」や「学科・専攻等が必要であると認めた授業以外の活

動・業務」（コアカリキュラム策定等に関する会議体への参加、各専攻

におけるカリキュラムに基づく授業目標等の策定への参加等）への参

加・従事を命じることができるようになり、これらの活動に従事した非

常勤講師に対し、非常勤講師教育活動関連手当が支給されることとされ

た。（甲全１１、乙全２４） 

控訴人Ｃと控訴人Ｄは、業務命令により「研修・会議等」への参加を

命じられ、非常勤講師教育活動関連手当の支給を受けた。（乙Ｃ７、乙

Ｄ８） 

   エ 研修の受講等 

令和４年４月以降、被控訴人では、非常勤講師に対し、情報セキュリテ

ィ研修やアンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）研修等の学内研修の

受講が義務付けられた。さらに、令和５年度には、非常勤講師に対し、「公
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的研究費の取扱いに関する理解度チェック」、「ハラスメント研修及びハ

ラスメント意識チェック」、「安全保障輸出管理全学説明会」の受講も義

務付けられた。（乙全１４ないし１６） 

控訴人らは、令和４年度、被控訴人本部が実施した情報セキュリティ研

修を受講し、控訴人Ａ、控訴人Ｂ及び控訴人Ｄは、同様に実施されたアン

コンシャス・バイアス研修も受講した。もっとも、控訴人Ｃは、アンコン

シャス・バイアス研修を受講しなかったが、●●●●が実施したアンコン

シャス・バイアスセミナー（被控訴人大学本部が実施した研修とは別のも

のであるが、同様のセミナー）を受講した。（乙全１４、１５、２４、控

訴人Ａ本人、控訴人Ｄ本人） 

オ 懲戒処分等の対象等 

令和４年４月以降、被控訴人では、本件就業規則２２条に基づき、非常

勤講師である控訴人らにも諸規則の遵守義務が課され、同４３条に基づ

く懲戒処分を受け得ることとなった。（甲全１２、乙全２４） 

また、同月以降、被控訴人では、控訴人らも国立大学法人Ｊ大学教職員

労働災害補償規程の適用対象となった。（甲全１２（５５条、５６条）） 

  (7) 控訴人らの他の大学等での就労状況等 

   ア 控訴人Ａ 

 控訴人Ａは、平成１０年度からＯ大学で、非常勤講師として週２コマの

英語科目の授業を担当し、その報酬は、時給５０００円台であった。控訴

人Ａは、同大学に対して無期雇用契約の締結を申し込み、平成３１年４月

以降、無期雇用となった。（甲Ａ１１、控訴人Ａ本人） 

イ 控訴人Ｂ 

 控訴人Ｂは、平成２１年４月からＰ大学経済学部で専門科目の授業を担

当し、その報酬として月２万９０００円程度を得ており、他の大学でも非

常勤講師として授業を担当し、一定の収入を得ている。（甲Ｂ１２、控訴
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人Ｂ本人、弁論の全趣旨） 

   ウ 控訴人Ｃ 

   控訴人Ｃは、遅くとも平成３０年までに、Ｑ大学、Ｒ大学及びＳ大学と

の間で有期雇用契約を締結して授業を担当していたが、同年以降、上記各

大学に対して無期雇用契約の締結を申し込み、無期雇用となった。 

上記各大学からの報酬は、Ｑ大学が１コマあたり月１万１０００円、Ｒ

大学が１コマあたり月２万６０００円、Ｓ大学が１コマあたり月３万円で

あり、控訴人Ｃは、令和４年度には、Ｑ大学で週３コマ、Ｒ大学で週２コ

マ（通年）、後期のみが週５コマ、Ｓ大学で週２コマを担当していた。 

（以上につき、甲Ｃ５、控訴人Ｃ本人） 

   エ 控訴人Ｄ 

控訴人Ｄは、遅くとも令和４年頃には、Ｉ大学で週７コマの授業を担当

していた。（甲Ｄ１１、控訴人Ｄ本人） 

  ３ 事実認定の補足説明 

(1) 委嘱契約の契約書の作成時期等（前記２(2)イ）について 

ア 控訴人らは、専任教員や事務職員から次年度の授業担当の打診があり、

控訴人らがこれに内諾した時点で次年度の委嘱契約が成立している旨を主

張する。 

しかしながら、委嘱契約は、控訴人らと被控訴人との間の契約であり、

被控訴人の窓口担当者に過ぎない専任教員や事務職員と控訴人らとの間で、

委嘱契約締結に向けたやり取りがされているとしても、そのこと自体は、

契約の成立に向けた準備行為にとどまるものというべきであり、契約締結

自体は、被控訴人の総長名義による契約書の送付によって成立するものと

認めるのが相当である。なお、委嘱契約成立の前後において、被控訴人に

よるシラバスに対する点検・審査が行われる実態があったことは、前記２

(2)イ認定のとおりであるが（確定したシラバスに基づいて委嘱契約が締結
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されていた旨の被控訴人の主張が採用できないことは、同認定のとおりで

ある。）、このことが、委嘱契約の成立時期を左右するものとはいえない。 

イ また、控訴人らは、委嘱契約に係る契約書の作成前に、個人ＩＤ、給与

口座振込書、扶養控除等（異動）申告書の提出依頼や旅費等の案内があっ

た旨主張し、甲全３３ないし３５号証を提出する。 

しかし、上記各証拠は、契約締結後に必要な提出物や個人ＩＤ、車両入

構証の発行の為の手続等の案内をしているにすぎないから、シラバス作成

前の、控訴人らが内諾した段階で委嘱契約が成立していたことを裏付ける

ものということはできない。 

ウ したがって、控訴人らの上記各主張は採用することができない。 

(2) 授業実施確認（前記２(3)ア(ｲ)、(6)イ）について 

   ア ●●カードによる授業実施確認について 

被控訴人は、外国語学部について、令和３年度については、授業ごとに

●●カードをカードリーダーにかざす必要がなかった旨を主張する。 

しかしながら、カードリーダーの履歴（乙Ａ４の２、乙Ｂ５の１・２）

から、上記主張が直ちに裏付けられるものではない（控訴人Ａにつき、令

和３年度の履歴の提出はなく、控訴人Ｂ（木曜３限のみの担当）につき、

令和３年度と令和４年度で有意な差異は認められないというべきである。）。

また、控訴人Ａは、令和３年度においても、授業ごとにカードリーダーに

読み込ませていた旨を述べていることころ、当時の被控訴人の指示（甲全

３６）に照らしても、カードの読み込みは、講義室の機材の利用のための

みならず、授業実施確認のために実施されるものであり、かつ、授業ごと

に行う旨も明確にされていることにも照らせば、被控訴人の上記主張及び

これに関する証人Ｍの証言及び陳述（乙全２４）は採用できないというべ

きである。そのことは、令和４年４月以降も改めて授業時間ごとのカード

の読み込みが指示されていること（乙全１３）を考慮しても、左右される
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ものではないというべきである。 

したがって、前記２(3)ア(ｲ)のとおり、令和３年度についても、授業ご

とにカードによる授業実施確認がされていたものと認められる。 

   イ 出席簿による●●●●での勤怠確認について 

     控訴人らは、●●●●での出勤簿を用いた授業実施の確認方法が、本件

各委嘱契約時と本件各有期雇用契約時で異ならない旨を主張するが、前記

２(3)、(6)のとおり、両時期の出勤簿を比較すると、前者（乙全２６）に

おいては、出勤日に押印するだけものであるのに対し、後者（乙Ｃ６、乙

Ｄ７）においては、授業ごとに押印するものとなっており、授業実施の確

認方法に差異があるものと認められる。 

   ウ オンライン授業の実施確認について 

     被控訴人は、本件各有期雇用契約時には、授業ごとに授業実施の確認が

されていた旨を主張するところ、オンライン授業においては、前記２(3)ア

(ｲ)、(ｳ)及び前記２(6)イ(ｳ)のとおり、本件各有期雇用契約時においても、

本件各委嘱契約時と同様、いずれも、概ね１か月ごとにまとめて報告がさ

れていたものと認められる。 

(3) 専任教員による成績評価の訂正、変更（前記２(3)エ(ｲ)）について 

   前記２(3)エ(ｲ)認定のとおり、非常勤講師による成績評価（採点）の登録

については、専任教員により訂正、変更される可能性があったことが認めら

れるところ、この認定は、主として被控訴人の総務部人事課任用係長である

証人Ｍの同趣旨の証言（以下「Ｍ証言」という。）に沿ったものである。後

述のように、この認定に係る事実は、令和４年３月以前において控訴人らが

その業務遂行上、被控訴人の指揮監督に服していたことを裏付ける事情とい

うべきであり、したがってＭ証言は被控訴人に不利に働き得る事情を明言し

ていることになり、その意味において、信用性は高いというべきである。 

これに対し、控訴人Ｂ及び証人Ｔは、上記認定に反するかのような陳述、



- 33 - 

 

証言（甲全４９、甲Ｂ１２、証人Ｔ、控訴人Ｂ本人）をしている。 

   しかしながら、専任教員によって非常勤講師が行った成績評価（採点）が

訂正、変更されるという事態は、当該非常勤講師により△△△△に入力され

た第一次的な成績評価（採点）に具体的な疑義が生じた場合に、これに対応

して発生するものと考えられるところ、非常勤講師による成績評価（採点）

が変更されなければならないような事態がそれほど頻繁に発生するとは考

えにくい。そうであるとすれば、控訴人Ｂ及び証人Ｔの陳述、証言は、同人

らの過去の経験において、控訴人Ｂによる第一次的な成績評価に対し、証人

Ｔが訂正、変更を指示したり、自ら訂正、変更すべき事態に遭遇していなか

ったことを述べるものではあっても、これを超えて、被控訴人全体の運用の

実情を正確に指摘するものであるかについては疑問が残るというほかない。

非常勤講師の成績評価（採点）を専任教員が訂正、変更することがあり得た

ことは、Ｍ証言等に基づき認定したとおりであって、控訴人Ｂ及び証人Ｔの

上記各陳述、証言は、この認定を左右するに足りるものではない。なお、仮

に、△△△△におけるシステムの変更自体（控訴人らが主張するところの偽

装工作）が令和３年９月頃に行われたものであったとしても、遅くとも、本

件各有期雇用契約締結（令和４年４月）以前である本件各委嘱契約の時期か

ら、非常勤講師の成績評価（採点）について、専任教員が訂正・変更させる

ことが可能な制度となっていた旨の上記認定、判断が左右されるものではな

いというべきである。 

 ４ 争点(1) （本件訴えのうち、争点(4)、(5)に係る控訴人らの将来の賃金請求

のうち、本判決確定後の賃金請求部分に訴えの利益があるか）について 

   この点に対する判断は、原判決「事実及び理由」中第３の３に記載のとおり

であるから、これを引用する。 

５ 争点(2) （本件各委嘱契約は有期雇用契約で（控訴人らの労働者性）、本件

各申込みにより無期雇用契約に転換したか）について 
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  (1) 労働者性の判断枠組み 

    労契法では、労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者が

これに対して賃金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意すること

によって成立すると定め（６条）、労働者は、使用者に使用されて労働し、

賃金を支払われる者をいうと定めている（２条）ことを踏まえると、本件各

委嘱契約において、控訴人らが労契法２条の「労働者」に当たるといえるた

めには、本件各委嘱契約の内容や本件各委嘱契約に基づく労務の提供の実態

等に照らし、控訴人らと被控訴人との間に使用従属関係ないし使用従属性（使

用され、労働の対償としての賃金を支払われるという関係）があるといえる

ことが必要と解されるが、この点を検討するに当たっては、①控訴人らが被

控訴人の指揮監督下において労務を提供したか（具体的仕事の依頼、業務従

事の指示に対する諾否の自由の有無、業務遂行上の指揮監督の有無、勤務場

所及び勤務時間に関する拘束性の有無及び程度、労務提供の代替性の有無）、

②控訴人らの報酬が①の対価として支払われたか（労務対償性）、③その他

の事情（控訴人らの事業者性の有無や専属性の程度等）を総合的に考慮する

必要があるというべきである。 

  (2) 控訴人らが被控訴人の指揮監督下において労務を提供したかについて 

   ア 具体的な仕事の依頼、業務従事の指示に対する諾否の自由の有無 

    (ｱ) 控訴人らは、前記２(2)、(3)のとおり、被控訴人からシラバスの作成

を求められたり（外国語学部、●●●●のうちの総合日本語（■■■■））、

確定したシラバスに基づいて授業を行うことを求められていたものであ

り、被控訴人の非常勤講師として業務を遂行しようとする限り、この求

めに応じないことが困難であったことは否定できない。しかしながら、

他方、控訴人らは、本件各委嘱契約により、一定の授業の委嘱を受けた

ものであるところ、シラバスが、授業科目の授業計画、内容、目標、成

績評価基準などを明らかにし、学生の履修選択の重要な指標となる重要
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な文書であることに照らせば、シラバスの作成や、シラバスに基づく授

業は、本件各委嘱契約の不可欠な内容を構成するものというべきである

し、シラバスに基づく授業を実施するための授業の準備行為や、シラバ

スに開示された試験の実施、成績評価や採点の実施についても、委嘱さ

れた授業の実施に密接不可分な業務であり、上記同様、本件各委嘱契約

の内容を構成するものというべきである。そうすると、控訴人らにおい

て、シラバスを作成し、作成したシラバスに基づく授業（及びその準備、

授業後の試験の実施、成績評価、採点等）を行うことは、本件各委嘱契

約に基づく控訴人らの地位が労働者性（使用従属性）を帯びるものであ

るか否かにかかわらず、そのような契約関係に入った者が当然に行うべ

きことを行っているに過ぎないとみることができる。したがって、控訴

人らが上記のような諸業務を事実上拒絶できなかったこと、すなわち諾

否の自由が存在しなかったことは、そのこと自体が直接に労働者性を基

礎づけるものということはできない。 

      また、控訴人らは、学期前の教務オリエンテーションへの参加を求め

られ、担当する授業に関する情報提供等を受けたり（●●●●）、学生

からの質問に対応し、あるいは、学生の課題への援助をしていたことな

どが認められるところ（外国語学部及び●●●●）（前記２(2)イ(ｲ)、

同(3)イ(ｱ)及び同ウ(ｳ)ｂ）、授業の実施を本件各委嘱契約の内容とする

以上、授業に関する情報提供を受けることや、実施した授業を受講した

学生からの質問に対応したり、学生に課された課題に対する援助を行う

ことは、いずれも授業の実施と密接不可分なものというべきであり、上

記同様、その一部を構成するものと認めるのが相当である（質問対応等

の具体的な実施方法については、次回の授業で反映させたり、上記認定

のとおりメールで個別対応するなど、非常勤講師らの裁量に委ねられて

いたものと解される。）。したがって、控訴人らに、上記の点について
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の諾否の自由がなかったとしても、前段に説示したところと同様に、本

件各委嘱契約を締結した者が当然行うべきことを行っているに過ぎない

ものとして、控訴人らの労働者性を直接に基礎づける事情と評価するこ

とはできないというべきである。 

なお、控訴人Ａは、被控訴人の指示により、学生に対し、別途の課題

提出（前記２(3)ウ(ｱ)ｂ）を指導していたほか、控訴人らは、被控訴人

から、アンケートへの回答、ＴＯＥＩＣスコアの提出、教職課程再認定

の手続のための文書提出等が求められていた旨を主張し、これに沿う証

拠（甲全７９ないし８１、８５、８６、甲Ａ９、１０、１６）も見られ

る。しかしながら、これらの被控訴人の指示は、いずれも、学生に対す

る伝言依頼や軽微な事務手続の域を超えるものではなく、これらの事情

をもって、控訴人らが被控訴人から、委嘱された授業以外の業務を求め

られていたものと評価することはできないというべきである。 

      他に、控訴人らの主張に照らしても、控訴人らを含む非常勤講師らに

対し、シラバスの内容を超えた業務の遂行が命じられることはなく（当

時の非常勤講師への研修は、前記２(3)イのとおり、任意であったものと

認められる。）、前記２(3)オのとおり、委嘱に係る授業以外の業務の遂

行を求められていなかったものというべきである。 

    (ｲ) 他方、控訴人らにおいて、委嘱に係る授業の実施以外の業務の遂行が

求められていなかったとしても、控訴人ら非常勤講師の業務内容は、本

件各委嘱契約により定まるものであるから、控訴人らが同契約に含まれ

る業務以外の仕事の依頼や業務従事の指示を受けないことや、仮に、そ

のような依頼や指示があっても、これに応じる義務がないことは、本件

各委嘱契約の性質が労働契約であるか、それ以外の準委任契約等である

かによって異なるものではないというべきである（最高裁令和６年４月

２６日第二小法廷判決・裁判集民事２７１号１０９頁参照）。そうする
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と、委嘱に係る業務以外の業務遂行が求められていなかったという事情

自体は、使用従属性を否定する要素とは認められないというべきである。 

この点、被控訴人と労働契約を締結する外国語学部の特任講師の場合

には、前記２(4)のとおり、授業の実施以外にも、学生への研究指導、外

国籍の教員のサポート、海外の大学との共同研究プロジェクトの運営補

助等の業務に従事し、所定労働日以外の労働や所定時間外労働が命じら

れ、割増賃金が支払われることもあったことが認められるものの、控訴

人ら非常勤講師と上記特任講師とでは、契約内容自体を異にしており（控

訴人らの本件各委嘱契約においては、担当授業の曜日と時限を特定し、

その１コマを２時間とみなした契約である一方で、特任講師の労働契約

は、授業担当時間のみを所定労働時間とはせず、始業時間及び終業時間

の定めがあり、１日６時間から８時間の拘束時間となっている。）、両

者を直接比較して業務従事の指示等についての諾否の自由の有無を比較

することは、相当ではないというべきである。 

    (ｳ) 以上のように、控訴人らは、本件各委嘱契約に基づいて業務を遂行す

るに当たり、諾否の自由があるとはいい難い面があることは否定できな

いが、それは、同契約の内容自体に照らしてそのようにならざるを得な

いものでもある。 

しかるところ、大学教員が担当する授業の実施という業務は、高等教

育機関たる大学において、専門的な学問分野における専門的知識を学生

らに教授するものであり、その講義の内容や実施方法については教授の

自由（憲法２３条）が保障され、授業担当者に広範な裁量が認められる

べきものである。このように、高度の専門性と業務遂行の大幅な裁量性

が当然の前提とされる以上、大学教員の業務は、本来、授業の内容や遂

行方法につき大学側から具体的な指示を受けることに親しむものではな

く、そのような認識は、本件各委嘱契約締結に当たり、控訴人らと被控
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訴人との間で、当然に共有されていたと推認されるものであるが、それ

にもかかわらず、控訴人らを含む非常勤講師において、業務遂行上の諾

否の自由が事実上制約されていたことは否定することができず、このこ

とは、非常勤講師が使用従属性を要素としない準委任契約の受任者・受

託者であったと仮定してもなお、異なるものではないものである。した

がって、このような諾否の自由の制約があることは、そのことを直接の

根拠として大学の非常勤講師の労働者性を肯定するに足りるものではな

いというべきである（そして、もちろん、以上とは逆に、労働者性を否

定する方向で特段の意味を持つものではないことは、極めて明らかであ

る。）。要するに、高度の専門性と裁量性を前提とする大学の非常勤講

師の労働者性・使用従属性を判定するに当たっては、諾否の自由の有無

を微視的・局所的に検討することは必ずしも有益なことではない。 

   イ 業務遂行上の指揮監督の有無について 

    (ｱ) 上記ア(ｳ)のとおり、大学教員が担当する授業の実施という業務は、そ

れが労働契約に基づくものであるかどうかを問わず、高度の専門性と裁

量性をその基本的な特徴とするものであって、授業の内容や遂行方法に

つき大学側から具体的な指示を受けることには、原則として親しまない

ものである。 

控訴人らは、このような場合には、非常勤講師らが、被控訴人の大学

教育事業の遂行に不可欠なものとして事業組織に組み入れられているこ

とを重視すべき旨主張するが、事業組織に組み入れられた形で、例えば

準委任契約に基づく事務処理を行うという事態があり得ることは否定し

にくいように思われ、そのような組入れの有無によって当然に労働者と

それ以外の者（準委任契約の受任者・受託者等）を峻別できるものとは

いえず、この要素を過大評価することはできない。他方で、被控訴人は、

高等教育機関である大学設置者として、一定の教育水準を確保したり、
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学生間の衡平を確保するなどの観点から、上記事業目的を遂行するため、

非常勤講師らに対しても、一定の具体的な対応を求めることがあり得る

ところであり、既に認定したとおり、現にそのような対応を求めている

ところである。このような被控訴人の具体的な求めとこれに対する非常

勤講師らの対応の実情を吟味することを通じて、控訴人らが、被控訴人

の指揮監督下にあるものと認められるかどうかが検討される必要がある。 

(ｲ) このような観点から検討するに、被控訴人は、授業の内容や実施に関

して、前記２(2)イ、(3)ウ(ｳ)、(ｴ)のとおり、非常勤講師がシラバスを

作成する外国語学部及び●●●●の総合日本語（■■■■）クラスにお

いて、本件各委嘱契約締結の前後を通じて、非常勤講師が作成したシラ

バスを点検・審査し、必要に応じて、その補正が指示されていたこと、

チームティーチングが行われていた●●●●では、確定したシラバスや

指定教科書に基づき授業が実施されており、授業の進行や採点基準等を

調整するため、各種ミーティング等を実施したり、学内通信ツールを利

用するなどして、専任教員から具体的な指示がされていたことなどが認

められる。 

成績評価に関しても、前記２(3)エのとおり、非常勤講師が△△△△で

入力した内容等が、専任教員の指示で訂正、変更されることがあったこ

とが認められる。 

これらの被控訴人の対応は、大学教育の目的に即して、シラバスに一

定の内容（シラバスは、コース到達目標、コアカリキュラム等に定める

全体目標や到達目標に合致している必要がある。）を求め、シラバスに

基づく授業が実施されることを通じた当該科目の教育水準の確保や、授

業の進行や成績評価を統一、調整することを通じた学生間の衡平の維持

等を目的とするものであり、いずれも、被控訴人の大学設置者としての

事情と必要性に基づくものである。そして、その具体的対応や指示の内
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容についても、事前に想定されるものばかりとは限られず、その状況が

発生した時点の被控訴人の具体的状況に応じて異なり得るものであると

解される。このような観点からされる被控訴人の非常勤講師に対する具

体的な対応や指示は、非常勤講師側の都合・事情とは無関係に（被控訴

人側の都合・必要性に基づいて）行われ得るものであって、準委任契約

における委任者と受任者・受託者との間でもあり得る程度の指示や依頼

の一環と同視し得るものの域を超える意味を帯びたものであることが少

なくないと思われ、そうであるとすれば、上記の具体的な対応や指示は、

被控訴人の事業目的を遂行するための非常勤講師に対する具体的な指揮

監督の性質を有するものと認めるのが相当である。 

    (ｳ) 被控訴人は、確定したシラバスに基づき委嘱契約を締結した後は、授

業の具体的な遂行について被控訴人が指示を出すことはないことや、本

件各委嘱契約締結に至るまでのシラバスに関するやりとりは、控訴人ら

に義務付けられたものではなく、委嘱契約締結の準備行為である旨を主

張するところ（引用した原判決別紙４の被控訴人の主張２(1)、前記第２

の５）、被控訴人による委嘱契約に先立つシラバスの審査が相当程度形

骸化しており、委嘱契約締結後もシラバスの補正指示を行っていたこと

は、前記２(2)イ及び前記３(1)のとおりであるから、シラバス作成・確

定時期と、本件各委嘱契約の締結時期の形式的な事情によって、シラバ

スに対する被控訴人の指揮監督の有無が左右されるものとするのは相当

ではないというべきである。したがって、この点に関する被控訴人の主

張は、採用することができない。 

   ウ 勤務場所及び勤務時間に関する拘束性の有無及び程度について 

     前記２(3)のとおり、非常勤講師である控訴人らの授業は、被控訴人から

指定された講義室や時間帯（曜日と時限）で実施されており、控訴人らは

そのような形で授業の在り方について拘束を受けていることになる。他方、
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大学での授業は、大学施設内において、多数の学生を相手に実施されるこ

とが基本的な前提とされており、本件各委嘱契約もそのような前提のもと

で締結されていると解されるのであるから、上記のような拘束は同契約が

労働契約であるか準委任契約であるかによって差異が生じる性質のもので

はなく、このような拘束を受けていることは、控訴人ら非常勤講師の労働

者性を斟酌させる強い要素にはなり得ないというべきであるが、他方で、

控訴人らの労働者性と矛盾する要素ともいえない。 

     また、本件各委嘱契約当時の授業実施の確認は、前記２(3)ア、３(2)の

とおりであり、外国語学部では、授業ごとにカードで確認されており、●

●●●では、出勤日に１回押印される形式の出勤簿で確認されており、オ

ンライン授業では、おおむね１か月ごとにまとめて授業実施報告がされて

いた。そして、本件各委嘱契約の場合、契約内容が、定められた曜日、時

限、場所による授業の実施とされており（始業時間と終業時間の定めがあ

る特任講師とは異なる。）、非常勤講師らにつき、パソコンなどで出退勤

時刻を管理する厳密な勤怠管理が実施されておらず、上記程度の出勤簿等

による管理であったことは事実であるとしても、少なくとも、勤務形態に

応じた勤怠管理がされていたというに妨げないというべきである。なお、

●●●●について、同一日に２コマ以上の授業ある場合に、授業の都度、

出勤簿で確認されていなかったとしても、出勤した非常勤講師が、同一日

に予定される複数の授業のうち一部を実施しないことは通常考えにくいこ

とからすると、上記判断を左右するものとはいえないというべきである。

そうすると、控訴人らを含む非常勤講師に対する勤怠管理の実態は、控訴

人らが労働者であることと矛盾するものとまではいえない。 

   エ 労務提供の代替性の有無について 

     控訴人ら非常勤講師が、第三者に授業を代替させることは、控訴人らの

有する専門知識を学生に伝達するという大学における業務の性質上、代講
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の措置を採るなどの特殊な場合を除いて、そもそも予定されていないもの

であり、控訴人らの業務に代替性がないことをもって、労働者性を斟酌さ

せる強い要素にはなり得ないというべきである。もっとも、少なくとも、

控訴人らの労働者性を否定する要素とはいえないこともまた明らかである。 

(3) 控訴人らの報酬が労務提供の対価として支払われたか（労務対償性）につ 

いて 

  本件各委嘱契約においては、授業１コマを２時間相当とし、授業１回当た

り１万３３７０円（１時間当たり６６８５円）と定められており、これに授

業回数を乗じた額が支払われることになることから、上記報酬は、時間給を

基礎として算定されるものと認められる。 

この点、実際の授業は、１コマ９０分であり、上記の報酬設定は、事前準

備や質問対応等の時間を考慮したものというべきであるが、実際の準備時間

や質問対応時間を基礎としないものであるから、その限度では、労働時間と

報酬との間に厳密な対応関係があるわけではない。しかしながら、中核とな

る授業時間を基準として、準備時間等も一定の時間に換算して報酬の対象と

し、１コマの単価を設定していることからすると、概ね労務の時間と量に連

動した報酬を定めたものということができ、非常勤講師の報酬については、

全体として、労務対償性が維持されているというべきである。 

(4) その他の事情について 

 ア 事業者性の有無 

   控訴人ら非常勤講師の報酬は、１時間当たり６６８５円であり、特任講

師の時間給単価の上限が３６２４円であったこと（前記２(4)ウ）と比較す

ると、控訴人らの時間給単価が特任講師のそれの約２倍であって、相当高

額であるといえなくもない。 

   しかしながら、控訴人ら非常勤講師と特任講師とでは、前者が、授業１

コマを２時間とした時間単価が６６８５円であり、これには、事前準備や
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質問対応、試験の作問や採点、レポートの評価、成績評価など、授業の実

施以外の報酬を含んだものである一方、後者は、担当授業のコマ数による

報酬設定ではなく、始業時間と終業時間の定めがあるなど（前記２(4)ウ認

定の場合、週３日の出勤日につき、休憩時間を除き、概ね１日６時間ない

し８時間）、業務内容、勤務体系、報酬体系等が全く異なるものであり（前

記２(4)イ、ウ）、非常勤講師と特任講師の時間給単価を単に比較すること

は、事業者性の有無を判断するに当たり、有意な比較とはいえないという

べきである。 

   そうすると、控訴人らの報酬の面から、その事業者性を認めることは相

当ではなく、他に、控訴人らについて、高額な機材の持ち込みなど、事業

者性を強くうかがわせるに足る事情は見当たらない。 

 イ 専属性の程度 

   控訴人らは、前記２(7)のとおり、いずれも、被控訴人に専属するもので

はなく、他大学の業務にも従事し、報酬を得ていることが認められるもの

の、専属性がないこと自体は、労働者性を弱めるものとはいえないという

べきである。 

 ウ その他の事情（採用・委託等の際の選考過程、給与所得としての源泉徴

収、服務規律等） 

  (ｱ) 控訴人らについては、前記２(3)カのとおり、被控訴人から支給された

報酬について給与所得としての源泉徴収がされ、あるいは、所定の授業

回数が免除されるものではないものの、年次有給休暇に相当する休暇を

付与されており、これらの事情は、労働者性を一定程度補強する事情と

いえる。 

(ｲ) 他方、前記２(4)アのとおり、本件各委嘱契約の締結手続は、公募を要

する労働者の採用手続とは異なっていること、前記２(3)カのとおり、控

訴人らは社会保険や雇用保険の対象とされていなかったことなど、労働
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者性を否定する方向に働くものもある。 

(ｳ) また、非常勤講師は、懲戒処分の対象とされていなかったことが認め

られ（前記２(3)イ(ｳ)）、被控訴人の控訴人らに対する指揮監督権を実

効化させる手段を欠いているように見えなくもない。しかしながら、本

件規程によっても、各種の服務規律の定めはあり、解雇の規定はないも

のの、大学からの中途解約の申出（６条）が可能となっており、実質的

には、大学による指揮監督権を担保することが可能な制度となっている

といえることからすると、懲戒処分の対象とされていないことをもって、

労働者性を強く否定する要素とまではいえないというべきである。 

    (ｴ) 引用した原判決第２の２（前提事実）(3)によると、被控訴人は、非常

勤講師との間で締結される委嘱契約についても、６か月のクーリング期

間がある場合を除き、契約期間を通算して５年を超えることができない

旨の規程を定めていたところ、被控訴人は、その限りにおいては、非常

勤講師を有期雇用教職員と同様に処遇していたことを示すものといえる

が、非常勤講師との間で締結される委嘱契約について、有期雇用契約と

の均衡上、契約期間の上限を定めて統一的な運用を図ることが許されな

いわけではないから、この点は、控訴人らの労働者性を強く補強するも

のとまではいえない。 

    (ｵ) 上記(ｱ)ないし(ｴ)の各事情は、使用者がその者を労働者と認識してい

ると推認される事情を考慮するものであるところ、当事者の意思や当事

者が容易に操作し得る形式的な事情であり、当事者による法形式の操作

や選択により強行法規の潜脱、形骸化がもたらされる可能性が否定でき

ず、労働者性の有無を判定するに当たっての考慮事情としては、限界が

あることに留意する必要がある。 

(5) まとめ（総合評価） 

ア 以上によれば、控訴人らは、本件各委嘱契約に含まれる業務について諾
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否の自由は制約されており、他方、本件各委嘱契約外の業務を命じられる

ことはなかったといえるものの、そのこと自体は、本件各委嘱契約上職種

や業務内容が限定されていることに由来するものであり、したがってこれ

らを根拠として控訴人らの労働者性・使用従属性が直ちに肯定されるわけ

ではないが、逆に、労働者性を否定する意味を持つものでもない。また、

勤務場所や勤務時間が指定され、勤務時間につき一定の管理がされていた

ということができるが、これらの事情は、少なくとも、控訴人らの労働者

性を否定する方向で考慮されるべきものではない。授業の実施について労

務提供の代替性は認められていないが、それは大学における授業の性質上

当然のことで、控訴人らが労働者であることと直ちに矛盾するものでもな

い。要するに、以上の諸事情は、少なくとも、控訴人らに労働者性を認め

ることと必ずしも矛盾するものではないということができる。 

そして、業務遂行上の指揮監督の面から見ると、非常勤講師は、シラバ

スの作成、審査を通じ、あるいは、シラバスに基づく授業を実施する必要

があるという点で、被控訴人の指揮監督を受けているといえるし、成績評

価（採点）についても、被控訴人の指揮監督を受ける専任講師により必要

に応じて変更、訂正されることがあり、被控訴人による強い指揮監督が及

んでいたということができる。また、特に、●●●●においては、上記に

とどまらず、授業の進め方、採点基準の統一など、被控訴人による幅広い

指揮監督に服していたものといえる。これらの点は、控訴人らの報酬が一

定の授業時間を基礎として算定されている面があり、その限りで労務対償

性が維持されているとみられることと相まって、控訴人らの労働者性を強

く推認させるものというべきである。 

イ そのほか、控訴人ら非常勤講師につき、事業者性は希薄であり、専属性

が乏しいことが指摘できるものの、これらの事情も、控訴人らの労働者性

を認めることと必ずしも矛盾するものではない。さらに、その他の事情に



- 46 - 

 

ついては、労働者性を肯定する方向に馴染むものと、否定する方向に馴染

むものがうかがわれるところ、これらの諸事情については、前記(4)ウ(ｵ)

のとおり、法形式の操作により定まり得る性格のものであって、労働者性・

使用従属性を判定するための考慮要素としては慎重に扱わざるを得ないも

のである。 

そうすると、上記の諸事情は、前記アで検討したところにおける控訴人

らの労働者性に関する判断を左右するまでの事情とは認められないという

べきである。 

ウ 上記ア、イを総合すると、控訴人らについては、遅くとも本件各申込み

の当時、有期労働契約の通算期間が５年を超える労働者であったことが認

められるものというべきである。 

   エ 被控訴人の主張（被控訴人はＥ大学を包括承継したものではなく、控訴

人Ａ及び控訴人Ｂとは、新たに、委嘱契約を締結したこと（引用した原判

決第２の４(2)の被控訴人の主張ア(ｲ)））について 

引用した原判決（前提事実(1)、(2)）によると、控訴人Ａ及び控訴人Ｂ

は、Ｅ大学との間で有期雇用契約を締結していたものであるが、本件統合

に伴い、被控訴人がＥ大学の権利義務を包括的に承継するものではないこ

と、本件統合後の人事制度は、原則として被控訴人の人事制度に合わせる

ことを基本理念とすることが承認されたこと、Ｅ大学は非常勤講師に対し、

平成１９度第２期（１０月以降）の契約は本件規程に基づく契約になる旨

を通知していたこと、控訴人Ａ及び控訴人Ｂは、平成１９年度２期から被

控訴人との間で委嘱契約を締結し、令和４年３月３１日までこれを更新し

ていたことなどが認められる。 

     しかしながら、控訴人Ａ及び控訴人Ｂの本件各委嘱契約に基づく地位は、

上記アないしウのとおり、遅くとも令和４年３月３１日までには、その時

点までの労務提供や就労の実態に照らして、有期労働契約の通算期間が５
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年を超える労働者であったと認めるべきものであるから、上記のＥ大学と

被控訴人との統合の経緯や、これに伴って被控訴人と控訴人Ａ及び控訴人

Ｂとの間で行われた契約関係の性質は、上記アないしウの認定、判断を左

右するものではないというべきである。 

   オ 被控訴人の主張（令和４年３月までと、同年４月以降で、非常勤講師の

勤務実態が異なること（引用した原判決第２の４(2)の被控訴人の主張ア

(ｳ)））について 

前記２(6)によれば、令和４年４月に本件各有期雇用契約が締結された後、

①●●●●については、より厳格な勤怠管理を義務付けられようになった

こと、②被控訴人は、非常勤講師を成績管理責任者に任命できるようにな

り、その業務に従事すると成績管理手当が支給されることになり、控訴人

Ａ、控訴人Ｂ及び控訴人Ｃは、成績管理者に任命されて、同手当の支給を

受けていたこと、③被控訴人は、非常勤講師に対し、シラバスの内容や授

業計画に関する会議、コアカリキュラム策定に関する会議等、授業の骨子

の作成に関する会議体への参加等を命じることができるようになり、これ

らの活動に従事した非常勤講師に対し、非常勤講師教育活動関連手当が支

給されることになり、控訴人Ｃ及び控訴人Ｄは同手当の支給を受けたこと、

④控訴人らは、被控訴人から各種研修の受講を義務付けられこれらを受講

するなど、授業以外の業務も義務付けられていたこと、⑤控訴人らは、懲

戒処分の対象となったこと等が認められる。 

以上によれば、本件各有期雇用契約締結の前後で控訴人らの就労実態に

変更があるとみる余地もあるが、これらの被控訴人の対応は、控訴人ら非

常勤講師を、前記２(5)の経緯により、法形式上も労働者として処遇し、よ

り厳格な管理監督を及ぼしたことによるものである。しかしながら、控訴

人らの本件各委嘱契約は、前記アないしウのとおり、本件各委嘱契約の時

期から、既に、その実態に照らして、有期労働契約の通算期間が５年を超
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える労働者であったことが認められるものであるから、被控訴人が、控訴

人らと本件各有期雇用契約を締結して、控訴人ら非常勤講師に対する処遇

を変更した（使用従属関係を従前以上に強化した）としても、そのことを

もって、前記アないしウの認定、判断を左右するものとはいえないという

べきである。 

(6) 小括 

以上より、本件各委嘱契約は、本件各申込みにより、令和４年４月１日以

降（控訴人Ａにつき令和３年４月１日以降）、無期雇用契約に転換したもの

というべきであるから、この点に関する控訴人らの主張は理由がある。 

被控訴人のその余の主張は、いずれも、上記認定、判断を左右するものと

はいえない。 

６ 争点(3) （令和４年４月１日以降の控訴人らの賃金額の変更が労働条件の不

利益変更に当たるか） 

   上記５のとおり、控訴人らは、本件各申込みをして無期転換権を行使したこ

とにより、遅くとも控訴人Ａは令和３年４月１日以降、その余の控訴人は令和

４年４月１日以降、それまでと同一の労働条件により、期間の定めのない雇用

契約上の権利を有する地位にあることが認められる。なお、控訴人らは、同日

付で本件各有期雇用契約を締結しているが、控訴人らがこれに先立ち、本件各

申込みをして無期転換権を行使し、被控訴人に対し、期間の定めのない労働契

約であることを主張していたこと（甲Ａ４、甲Ｂ３、甲Ｃ２、甲Ｄ２）からす

ると、控訴人らが本件各有期雇用契約を締結したことは、上記無期転換権の行

使を前提に、これを是認しない被控訴人との間で、同月以降の控訴人ら自身の

雇用を確保するため、上記無期転換権行使による異議を留保しつつ、その帰趨

が明確になるまでの暫定的な対応をしたにとどまるものと解するのが相当で

ある（そのことは、本件各申込みを受けていた被控訴人においても明らかであ

ったといえる。）。そうすると、控訴人らについて、令和４年４月以降、期間
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の定めのない雇用契約関係にあったと認められる本件の場合において、本件各

有期雇用契約（１年以内の有期雇用契約）が前提とする本件就業規則の適用が

あるといえるのか、疑問なしとしないところである。 

また、仮に、控訴人らについて、本件各有期雇用契約を締結したことの効果

として、令和４年４月１日以降、本件就業規則が適用されるものと解するとし

ても、控訴人らの令和４年３月３１日までの本件規程による雇用条件（授業１

回当たり１万３３７０円）と、同年４月１日以降の本件就業規則による雇用条

件（授業１回当たり１万１７８４円）を比較すると、授業１回当たりの報酬額

につき、明らかに不利益に変更されていることが認められるといえるから、控

訴人らについては、労契法９条の適用を肯定せざるを得ない。 

したがって、いずれにせよ、同日以降も、本件規程による雇用条件（授業１

回当たり１万３３７０円）が適用されるものというべきである。 

   そして、控訴人らの原判決別表１の１ないし同１の４の未払賃金額は、控訴

人らの支給対象月に係る授業実施回数に応じた授業１回当たりの上記の支給

額の差を乗じたものであるから、上記の認定、判断に照らせば、その支払を求

める控訴人らの主張には、理由があるものというべきである。 

 ７ 争点(4) （本件各雇止めは、争点(2)の無期雇用契約の解雇に当たり、無効か）

について 

  (1) 前記５のとおり、控訴人らは、本件各申込みをして無期転換権の行使した

ことにより、遅くとも令和４年４月１日以降、期間の定めのない雇用契約上

の権利を有する地位にあるものと認められる。 

(2) したがって、本件各雇止めは、期間の定めのない雇用契約の解雇に当たる

というべきところ、被控訴人は、本件各雇止めにつき、控訴人らが労働者に

該当せず、解雇には当たらない旨主張して争うに止まり（これが採用できな

いことは、前記５のとおりである。）、本件各雇止めにつき、客観的に合理

的な理由があることを主張立証していない。したがって、本件各雇止め（解
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雇）は、その権利を濫用したものとして無効というべきである。 

  (3) そうすると、控訴人らは、本件各雇止めとなった令和５年４月以降も、民

法５３６条２項により、本件規程に基づく賃金請求を妨げられないところ、

控訴人らの令和２年度から令和４年度の担当授業数の平均値をもって給与額

を推計することもあながち不合理とはいえない（なお、控訴人Ｂの体調不良

による令和３年度前期途中での契約解除は特殊な事情であり、その後、同人

が職務に復帰しており、将来も体調不良により就労不能となる蓋然性が高い

とまではいえないことから、同人の給与の算定においては、同期間も契約が

継続したものとして算定するのが相当である。）。 

そして、控訴人らが１科目を半期（６か月間に１５回）担当したときの報

酬額を年間（１２か月間）で換算すると、月額１万６７１２.５円（＝１万３

３７０円×１５回÷１２か月）となること、上記３年間の担当科目数（前後

期の合計科目数）の平均は、控訴人Ａにつき４科目であること、控訴人Ｂに

つき２科目であること、控訴人Ｃにつき少なくとも約８.３３３３科目を下

回らないこと、控訴人Ｄにつき１０科目であること（弁論の全趣旨）などか

らすると、控訴人らの令和５年４月分以降の給与としては、控訴人らの主張

のとおり、控訴人Ａにつき月額６万６８５０円（＝16712.5×4）、控訴人Ｂ

につき月額３万４３２５円（＝17612.5×2）、控訴人Ｃにつき月額１３万９

２７０円（≒16712.5×8.3333）、控訴人Ｄにつき月額１６万７１２５円（＝

17612.5×10）を、いずれも下回らないというべきである。 

  (4) 以上によれば、控訴人らの雇止め後の将来賃金請求については、控訴人ら

の訴えが却下される前記４（争点(1)）の部分を除き、いずれも理由があるも

のと認められる。 

 ８ 争点(5) (本件各雇止めは労契法１９条２号により無効か)について 

   控訴人らは、前記５のとおり、本件各申込みをして無期転換権を行使したこ

とにより、遅くとも令和４年４月１日以降、期間の定めのない雇用契約上の権
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利を有する地位にあるものと認められることからすると、本件各有期雇用契約

（前記６のとおり、無期転換権行使による異議を留めた暫定的なものと解する

べきである。）につき、労契法１９条２号により、令和５年４月以降につき、

従前と同一条件（期間１年の有期雇用、授業１回当たり１万１７８４円等）で

の更新の可否を判断する必要はないというべきである。 

第４ 結論 

   以上によれば、控訴人らの前記第１の４の訴え（雇止め後の将来賃金請求）

のうち、本判決確定の日の翌日から毎月１７日限り、控訴人らの雇止め後の賃

金及びこれに対する遅延損害金の支払を求める部分は不適法であるからいず

れも却下すべきであり、これと同旨の原判決は、この限度で相当である。 

他方、控訴人らのその余の請求（前記第１の２（地位確認請求）及び同３（差

額賃金請求）の各請求並びに同４（雇止め後の将来賃金請求）のうち上記却下

部分を除いた部分）は、いずれも理由があるから認容すべきところ、これと異

なり、上記各請求をいずれも棄却した原判決は相当ではない。 

したがって、本件各控訴の一部は理由があるから、原判決をその限度で変更

することとし、主文のとおり判決する。 
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